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平成２９年度 各会計予算案の概要について 

平成２９年度一般会計当初予算案は，前年度比１０億３，０００万円，２．３％増の４６３億 

１，０００万円となりました。 

予算編成に当たっては，芦屋市創生総合戦略や新たに策定する行政改革実施計画等の内容を踏ま

え，政策目的の実現に資する事業の優先順位の精査と見直し（スクラップ・アンド・ビルド）を徹

底することを基本方針としました。 

この基本方針に基づき，安全・安心で良好な住宅地としての魅力を高め継承するため，引き続き

景観形成事業を推進するほか，国の交付金を活用したシティプロモーション，公共施設等における

Ｗｉ－Ｆｉ整備，さくら参道の無電柱化，障害者・高齢障害者医療費助成の拡充及び防犯カメラの

増設等に取り組みます。 

また，若い世代の子育ての希望をかなえるため，認定こども園の誘致，あしやキッズスクエア事

業の全小学校での実施，民間活力を導入した放課後児童健全育成事業の推進に取り組むほか，経済

的な理由で進学が困難な世帯を支援するため，大学等入学支援基金を創設します。 

その他の主な施設整備として，前年度に引き続き市営住宅等大規模集約事業，山手中学校の建替

え及び分庁舎跡地整備事業等を進めてまいります。 

歳入においては，市税が前年度比３億１，９６２万２千円，１．５％の増加で，５年連続の増加

を見込んでいます。一方，地方交付税は４億３，０００万円，３３．１％減少し，地方譲与税・各

種交付金も減少しています。その他，市債については対象事業の減少により１８億８，３００万円，

２９．４％の減少，財産収入は土地売払収入等の増加により１１億８，１０９万５千円，１，０１５．

３％の増加となっています。 

歳出においては，土木費が市営住宅等大規模集約事業費の減少等により８億６，４８９万７千円，

９．３％減少する一方，総務費が公共用地取得費特別会計繰出金や分庁舎跡地整備事業費の増加等

により１９億２，６０７万７千円，３６．６％，議会費が議場システム更新事業費の増加等により 

８，７７４万９千円，２０．７％それぞれ増加しています。  

特別会計においては，介護保険事業特別会計が介護サービス利用数の増加等により前年度比５億

９，９００万円，７．１％増加する一方，宅地造成事業特別会計が土地売払収入の減少により１億

４，９００万円，４４．７％減少しています。 

平成２９年度当初予算案の概要は，以下のとおりです。 
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１ 予算規模（第１表） 

 一般会計 ４６３億１，０００万円 （前年度比  １０億３，０００万円  ２．３％増） 

 特別会計 ３１５億７，９００万円 （前年度比   ４億２，８３０万円  １．４％増） 

 企業会計 １００億５，２６６万９千円 （前年度比   ６億  １０６万７千円  ６．４％増） 

 合  計 ８７９億４，１６６万９千円 （前年度比  ２０億５，９３６万７千円  ２．４％増） 

 財産区会計   １，０５０万円 （前年度と同額） 

 総  計 ８７９億５，２１６万９千円 （前年度比  ２０億５，９３６万７千円  ２．４％増） 

２ 一般会計の概要 

（1） 歳 入（第２表） 

   歳入の主なものは，市税の２２１億６，９４４万３千円で，４７．９％と最も大きな割合を

占め，以下，国庫支出金５３億６，８０５万４千円（構成比１１．６％），基金及び他会計繰

入金４９億７，７２１万円（同１０．８％），市債４５億１，３９０万円（同９．７％），県

支出金２０億２，８１５万３千円（同４．４％）となっています。 

   それらの内容，前年度に比べての主な増減理由等は次のとおりです。 

①  市 税 ２２１億６，９４４万３千円 

（前年度比 ３億１，９６２万２千円 １．５％増） 

・ 市民税                    １２６億９，５７４万２千円 

（前年度比 ２億９，９１５万２千円 ２．４％増） 

・ 固定資産税 ７２億８，０５７万４千円 

（前年度比 ７１４万６千円 ０．１％増） 

・ 都市計画税                    １８億１，７４９万９千円 

（前年度比      １，０６９万９千円 ０．６％増） 

②  国庫支出金 ５３億６，８０５万４千円 

（前年度比 ７億６，６５１万円          １６．７％増） 

社会資本整備総合交付金等の増加によるもの 

③  基金繰入金                   ４３億３，２２１万円 

（前年度比            １１億３，５８２万７千円      ３５．５％増） 

財政基金・減債基金等の繰入金の増加によるもの  
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・ 財政基金                     ３２億３，０５１万円 

（前年度比                      ７億４，４５２万７千円      ２９．９％増） 

全体の財源不足を補うため取り崩すもの 

・ 減債基金                     ５億円 （皆増） 

市債の一括償還に伴う特別会計への繰出金を補うため取り崩すもの 

・ スポーツ振興基金                   ３，８２０万円 （皆増） 

スポーツ振興事業の財源とするもの 

・ 大学等入学支援基金                   ８００万円 （皆増） 

大学等入学支援事業の財源とするもの 

④  他会計繰入金                  ６億４，５００万円 

（前年度比                    ２億４，５００万円        ６１．３％増） 

公共用地取得費特別会計繰入金の増加によるもの 

⑤  市 債                      ４５億１，３９０万円 

（前年度比                △１８億８，３００万円        ２９．４％減） 

公営住宅建設事業債等の減少によるもの 

⑥ 県支出金                    ２０億２，８１５万３千円 

（前年度比                    ５，４７６万３千円        ２．８％増） 

兵庫県知事選挙事務費市町交付金等の増加によるもの 

（2） 目的別歳出（第３表） 

   目的別歳出の主なものは，民生費の１４３億２，７６７万円が３０．９％と最も大きな割合

を占め，以下，土木費８３億９，４８８万９千円（構成比１８．１％），総務費７１億８，５

６３万２千円（同１５．５％），公債費５１億１，５４６万９千円（同１１．１％），教育費

４９億４，９７３万１千円（同１０．７％），衛生費３６億６，８６６万１千円（同７．９％）

となっています。 

   それらの内容，前年度に比べての主な増減理由等は次のとおりです。 

①  民生費 １４３億２，７６７万円 

（前年度比 ２億２，８７９万３千円 １．６％増） 

認定こども園の誘致に要する経費等の増加によるもの 

②  土木費 ８３億９，４８８万９千円 

（前年度比 △８億６，４８９万７千円 ９．３％減） 

市営住宅等大規模集約事業に要する経費等の減少によるもの 
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③  総務費 ７１億８，５６３万２千円 

（前年度比 １９億２，６０７万７千円 ３６．６％増） 

公共用地取得費特別会計繰出金等の増加によるもの 

④  公債費 ５１億１，５４６万９千円 

（前年度比 １億３，５４３万７千円 ２．７％増） 

災害援護資金貸付金償還金の増加によるもの 

⑤ 教育費 ４９億４，９７３万１千円 

（前年度比 △２億１，３８９万８千円 ４．１％減） 

岩園幼稚園施設整備事業費等の減少によるもの 

⑥  衛生費 ３６億６，８６６万１千円 

（前年度比 △２億７，０５２万９千円 ６．９％減） 

収集業務管理棟改修工事費等の減少によるもの 

（3） 性質別歳出（第４表） 

性質別歳出の主なものは，投資的経費８５億１，３１７万９千円（構成比１８．４％），人

件費８０億５，１８０万２千円（同１７．４％），物件費７１億７，２３２万２千円（同１５．

５％），扶助費６８億８，３０７万１千円（同１４．９％），繰出金６５億８，５２９万５千

円（同１４．２％），公債費５１億１，５４６万８千円（同１１．０％），積立金６億４，４

３５万２千円（同１．４％）となっています。 

それらの内容，前年度に比べての主な増減理由等は次のとおりです。 

①  投資的経費 ８５億１，３１７万９千円 

（前年度比 △６億６，８５１万円 ７．３％減） 

岩園幼稚園施設整備事業費等の減少によるもの 

②  人件費 ８０億５，１８０万２千円 

（前年度比 １億２，４３９万３千円 １．６％増） 

退職手当等の増加によるもの 

③  物件費 ７１億７，２３２万２千円 

（前年度比 △５億１，８６４万５千円 ６．７％減） 

行政ネットワークシステム関係経費等の減少によるもの 

④  扶助費 ６８億８，３０７万１千円 

（前年度比 ３億６，０８９万５千円 ５．５％増） 

私立保育所等への施設型給付費等の増加によるもの 
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⑤  繰出金 ６５億８，５２９万５千円 

（前年度比 １４億３，１６２万８千円 ２７．８％増） 

公共用地取得費特別会計繰出金等の増加によるもの 

⑥  公債費 ５１億１，５４６万８千円 

（前年度比 １億３，５４３万７千円 ２．７％増） 

災害援護資金償還金元金等の増加によるもの 

⑦  積立金 ６億４，４３５万２千円 

（前年度比   ２億７２２万２千円   ４７．４％増） 

土地売払収入等による財政基金積立ての増加によるもの 

３  主な事業費の概要（一般会計）（括弧内は財源内訳） 

＊各事業費については，それぞれの事業費総額を示しており，【拡充】事業については拡充額を示すもので

はありません。 

（1）「芦屋市創生総合戦略」関係 

【新規】総合戦略推進に要する経費 ４，２７８万５千円 

（財源：国2,101万2千円，市2,177万3千円） 

神戸市，洲本市，淡路市との共同による本市への人の流れの創出に向けたシテ

ィプロモーション事業等 

〔基本目標１〕安全・安心で良好な住宅地としての魅力を高め，継承する 

①  良質な住まい・住環境の形成 

◆景観の保全・育成 

【新規】無電柱化工事の実施 ２億４，０００万円 

（財源：国1億3,200万円，市債9,720万円，市1,080万円） 

さくら参道（朝日ケ丘町）における無電柱化工事に係る経費 

【新規】道路サイン設置工事 ５６０万円 

（財源：市560万円） 

    モデル路線における公共サインの改修等工事 

【新規】空き家対策業務 ６４万２千円 

（財源：市64万2千円） 

    空き家の相談窓口業務及び空き家所有者の意向調査 

・屋外広告物補助金 ２，３６８万９千円 

（財源：市2,368万9千円） 

条例施行に伴い既存不適格となる広告物を改修または撤去するために必要とな

る経費の一定割合を助成 
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◆庭園都市の推進 

【新規】都市公園を活用したコミュニティ活性化事業 １，６０３万２千円 

（財源：市1,603万2千円） 

        総合公園及び街区公園における地域コミュニティ創出や利用ルール作り等， 

利活用促進に要する経費 

◆生活環境の向上 

・市民マナー条例関係事業 ４，１２１万６千円 

（財源：その他40万円，市4,081万6千円） 

路上喫煙，夜間花火，バーベキュー及びキャナルパーク夜間航行禁止等の啓発，

巡回警備に要する経費 

◆成熟した都市にふさわしい暮らし文化に根ざしたまち 

【新規】公募型事業補助金 ７５万円 

（財源：市75万円） 

社会教育関係団体に対し，提案型として事業を精査したうえで補助を実施 

【新規】市民提案型事業補助金 ３０万円 

（財源：市30万円） 

市民活動団体等が自主的に取り組む地域課題解決のための提案型事業に対し，

事業経費の一部を補助 

【拡充】あしやふるさと寄附推進事業 ２，９７４万１千円 

（財源：市2,974万1千円） 

・旧山邑家住宅保存修理工事補助金 １，６６６万７千円 

（財源：市1,666万7千円） 

・観光振興事業補助金 ６０万円 

（財源：市60万円） 

芦屋観光協会フェイスブックを活用した市の魅力発信事業に対する補助金 

②  地域における医療・福祉の充実 

◆地域連携による充実した医療の提供 

（病院事業会計） 

・病診連携システムに要する経費                   ８４万５千円 

（財源：診療報酬84万5千円）

◆救急体制の充実 

・ＡＥＤレンタル料 ６１万２千円 

（財源：市61万2千円） 

２４時間営業の市内のコンビニエンスストアに設置したＡＥＤのレンタル料 
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◆地域福祉の推進 

（介護保険事業特別会計） 

【新規】ひとり一役活動推進事業 ８３２万２千円 

（財源：国203万1千円，県101万5千円，市121万5千円，介護保険料406万1千円） 

地域の支え合いの体制づくりの拠点設置 

◆地域包括ケアの基盤整備と介護予防の推進 

（介護保険事業特別会計） 

・生活支援コーディネーターの配置   ２，０００万円 

（財源：国780万円，県390万円，市390万円，介護保険料440万円） 

③ 安全・安心なまちづくりの推進 

◆震災を経験した芦屋市～災害に強いまちづくり～ 

【新規】Ｗｉ-Ｆｉ環境整備事業   ８５６万３千円 

（財源：国289万円，市567万3千円） 

避難所をはじめ主な公の施設にＷｉ-Ｆｉ環境を導入 

【拡充】耐震改修促進事業   ６，３６８万５千円 

（財源：国3,184万2千円，県2,094万2千円，市1,090万1千円） 

住宅耐震改修に対する費用助成等を実施 

◆震災を経験した芦屋市～自然災害への備え～ 

・防災情報受信端末購入補助金等 １４８万円 

（財源：市148万円） 

緊急告知ラジオ購入費及びＥＡＴ端末の購入補助金等 

・家具転倒防止器具設置補助 １０万４千円 

（財源：市10万4千円） 

家具転倒防止器具の設置費用の一部を助成 

◆消防体制の強化 

・高浜分署整備事業 ５億７，９６９万６千円 

（財源：市債4億930万円，市1億7,039万6千円） 

高浜町１番に高浜分署を移転 

・阪急バス車内放送による啓発事業 ４８万円 

（財源：市48万円） 

阪急バスの車内で住宅用火災警報器の設置や消防団への加入を促す放送を実施 
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・多言語通訳サービス業務 ３８万９千円 

（財源：市38万9千円） 

        消防への通報に対し日本語以外の５か国語でも対応 

◆防犯力向上に向けたまちづくりの推進 

・公益灯ＬＥＤ化工事 ３，３１９万９千円 

（財源：市3,319万9千円） 

市内の２００Ｗ水銀灯，ナトリウム灯を順次ＬＥＤ化 

・防犯カメラ設置 １，２１７万４千円 

（財源：市1,217万4千円） 

通学路や公園等における安全確保のために，防犯カメラを設置 

〔基本目標２〕若い世代の子育ての希望をかなえる 

①  妊娠・出産・子育ての支援 

◆保育サービスの充実 

【新規】認定こども園の誘致（建設費助成） ６億５，３３５万８千円 

（財源：国5億2,307万6千円，市債1億410万円，市2,618万2千円） 

◆妊娠・出産・育児への切れ目ない支援 

・妊婦健康診査費助成事業 ５，６５１万１千円 

（財源：市5,651万1千円） 

・妊婦歯科健診 １６４万６千円 

（財源：市164万6千円） 

◆子育て環境の充実 

【拡充】市立幼稚園における３歳児親子ひろば事業 １６１万３千円 

（財源：市161万3千円） 

②  教育環境の充実 

◆特色ある教育内容 

【新規】市立中学生スポーツ交流会 ６９万２千円 

（財源：市69万2千円） 

市立中学３校の生徒の交流会を実施 

・市立中学生海外派遣事業 ５０３万５千円 

（財源：その他60万円，市443万5千円） 

市立中学３校の生徒各２名をモンテベロ市へ派遣 
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◆安全・安心で充実した教育環境・子どもの居場所の提供 

【新規】精道中学校基本設計及び実施設計事業 ２億２，５００万円 

（財源：市債1億6,870万円，市5,630万円） 

精道中学校の基本設計及び実施設計を実施 

【新規】大学等入学支援基金事業 ８００万円 

（財源：大学等入学支援基金800万円） 

大学等の入学金として非課税世帯を対象に１人当たり20万円支給 

【新規】放課後児童健全育成事業補助金 ４８８万８千円 

（財源：国163万円，県163万円，市162万8千円） 

放課後児童健全育成事業を行う事業者に対して補助金を支給 

【拡充】あしやキッズスクエア事業 ３，５６９万５千円 

（財源：県686万6千円，その他116万5千円，市2,766万4千円） 

あしやキッズスクエア事業を昨年から提供している６校（山手，精道，潮見，

宮川，朝日ケ丘，浜風）に加え，新たに２校増（打出浜，岩園）の市内全小学校

で実施するもの 

・岩園小学校施設整備事業 ２億６，３６０万円 

（財源：市債1億9,200万円，市7,160万円） 

小学校増築工事費 

◆地域社会と連携した取組 

・若者相談事業 ４７７万８千円 

（財源：市477万8千円） 

若者相談窓口にピアサポート（同じ個人的課題を抱える人同士が集まるミーテ

ィング形式の活動事業）を実施 

（2） 都市基盤の整備関係事業 

【新規】浜風地区集会所大規模修繕関連経費 ３，７７４万５千円 

（財源：市3,774万5千円） 

【新規】ハイキング道施設整備事業 １，００５万１千円 

（財源：県370万円，市635万1千円） 

ハイキング道に道標や案内板を設置 

【新規】公設防火水槽設計業務委託 ４９１万８千円 

（財源：市491万8千円） 

老朽化した防火水槽について更新又は補強工事を行うための設計業務 
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・市営住宅大規模集約事業 ２９億８，１００万円 

（財源：国8億9,100万円，市債20億7,900万円，市1,100万円） 

高浜町１番に市営住宅を集約 

・ＪＲ芦屋駅南地区市街地再開発事業 

（都市再開発事業特別会計含む） ２億１，４３３万３千円 

（財源：国7,266万1千円，市債1,660万5千円，市1億2,506万7千円） 

ＪＲ芦屋駅南地区における事業計画作成や施設建築物の基本設計を実施 

・霊園整備事業 １億８，１０２万７千円 

（財源：その他500万円，市1億7,602万7千円） 

霊園内のトイレの建替，道路の舗装や側溝の改修及び安全柵の設置等に要する

経費 

・高木剪定業務 ４，０３０万２千円 

（財源：市4,030万2千円） 

旧防潮堤緑地及び市道２１６号線外の高木（マツ）を剪定 

・自転車駐車場大規模修繕 ３，６５８万円 

（財源：その他3,650万円，市8万円） 

 阪神芦屋駅南自転車駐車場におけるラックの改修工事等 

・一般住宅向エコ・エネルギーシステム導入補助事業 ４００万円 

（財源：市400万円） 

（3） その他 

【新規】分庁舎跡地整備事業 ６億１，９５０万９千円 

（財源：市債4億6,450万円，市1億5,500万9千円） 

【新規】議場システム更新事業 ９，８４３万２千円 

（財源：市9,843万2千円） 

議会におけるカメラ・マイク等を更新・導入し，モニターを設置するもの 

【新規】ＩＣＴ環境整備事業 ７６５万１千円 

（財源：市765万1千円） 

課長級職員にタブレット端末を貸与し，会議の電子化や業務の効率化を推進

【拡充】障害者医療・高齢障害者医療の拡充に要する経費 １，６１５万３千円 

（財源：市1,615万3千円） 

平成29年７月から精神障害者保健福祉手帳２級の交付を受けている方を新た

に対象とする 
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【拡充】ＣＡＴＶ市制ビデオ制作等経費 １，４０１万４千円 

（財源：市1,401万4千円） 

広報番組「あしやトライあんぐる」に字幕を入れて放送するほかインターネ

ットでも配信するもの 

・市民センター施設整備事業 ３億１，４２１万６千円 

（財源：市債2億3,560万円，市7,861万6千円） 

ルナ・ホールの舞台設備等を更新 

・個人番号カード交付に要する経費 ２，９７１万８千円 

（財源：国1,302万円，市1,669万8千円） 

４ 特別会計の概要（第１表） 

特別会計の総額は３１５億７，９００万円で，前年度に比べて，４億２，８３０万円， 

１．４％の増加となっています。各会計の内容，前年度に比べての主な増減理由等は次のとおり

です。 

（1） 国民健康保険事業特別会計 １１９億８，３００万円 

（前年度比 ２億４，３００万円  ２．１％増） 

保険給付費の増加によるもの 

（2） 介護保険事業特別会計 ９０億７，７００万円 

（前年度比 ５億９，９００万円  ７．１％増） 

介護サービス利用数の増加によるもの 

（3） 公共用地取得費特別会計    ５１億円 

（前年度比  １億３，８００万円 ２．８％増） 

一般会計繰出金の増加によるもの 

（4） 下水道事業特別会計 ２７億８，３００万円 

（前年度比 △２億６，６００万円  ８．７％減） 

公債費の減少等によるもの 

（5） 後期高齢者医療事業特別会計 ２０億９，７００万円 

（前年度比             ２，９００万円     １．４％増） 

広域連合への納付金の増加によるもの 

（6） 都市再開発事業特別会計 ２億２，８００万円 

（前年度比 △１億６００万円  ３１．７％減） 

芦屋駅南地区市街地再開発事業費（道路事業分）の一般会計振替によるもの 
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（7） 宅地造成事業特別会計      １億８，４００万円 

（前年度比 △１億４，９００万円  ４４．７％減） 

土地売払収入の減少によるもの 

（8） 駐車場事業特別会計 １億２，７００万円 

（前年度比 △５，９７０万円  ３２．０％減） 

公債費の減少によるもの 

５ 企業会計の概要（第１表） 

企業会計の総額は１００億５，２６６万９千円で，前年度に比べて，６億１０６万７千円，６．

４％の増加となっています。各会計の内容，前年度に比べての主な増減理由等は次のとおりです。 

（1） 病院事業会計 ６４億５，７６５万６千円 

（前年度比 １億２，１０８万７千円 １．９％増） 

医療機器更新経費及び退職手当等の増加によるもの 

（2） 上水道事業会計 ３５億９，５０１万３千円 

（前年度比 ４億７，９９８万円 １５．４％増） 

投資及び受託工事の増加によるもの 

６ 財産区会計の概要（第１表） 

財産区会計の総額は１，０５０万円で，前年度と同額です。各会計の内容は次のとおりです。 

（1） 打出・芦屋財産区共有財産会計       ８５０万円     （前年度と同額） 

（2） 三条・津知財産区共有財産会計       ２００万円     （前年度と同額） 
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　第１表　各 会 計 別 歳 入・歳 出 予 算 案 総 括 表

(単位 千円)

29年度予算額 28年度予算額 比　　　　較 増減率(%)

(A) (B) (A)-(B) (C) (C)/(B)

46,310,000 45,280,000 1,030,000 2.3

国 民 健 康 保 険 事 業 11,983,000 11,740,000 243,000 2.1

下 水 道 事 業 2,783,000 3,049,000 △ 266,000 △ 8.7

公 共 用 地 取 得 費 5,100,000 4,962,000 138,000 2.8

都 市 再 開 発 事 業 228,000 334,000 △ 106,000 △ 31.7

駐 車 場 事 業 127,000 186,700 △ 59,700 △ 32.0

介 護 保 険 事 業 9,077,000 8,478,000 599,000 7.1

宅 地 造 成 事 業 184,000 333,000 △ 149,000 △ 44.7

後期高齢者医療事業 2,097,000 2,068,000 29,000 1.4

小　　　計 31,579,000 31,150,700 428,300 1.4

77,889,000 76,430,700 1,458,300 1.9

病 院 事 業 6,457,656 6,336,569 121,087 1.9

上 水 道 事 業 3,595,013 3,115,033 479,980 15.4

小　　　計 10,052,669 9,451,602 601,067 6.4

87,941,669 85,882,302 2,059,367 2.4

打 出 ・ 芦 屋 8,500 8,500 0 0.0

三 条 ・ 津 知 2,000 2,000 0 0.0

小　　　計 10,500 10,500 0 0.0

87,952,169 85,892,802 2,059,367 2.4総　　　　　　 計

会　　　　　　　　計

特

別

会

計

一 般 会 計

計

企

業

会

計

財

産

区

会

計

合　　　　　　 計
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　第２表　一 般 会 計 歳 入 内 訳

(単位 千円)

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比 金　　　額 増減率

＊ 市 税 22,169,443 47.9 21,849,821 48.3 319,622 1.5

地 方 譲 与 税 155,000 0.3 159,000 0.3 △ 4,000 △ 2.5

利 子 割 交 付 金 36,000 0.1 67,000 0.1 △ 31,000 △ 46.3

配 当 割 交 付 金 251,000 0.5 343,000 0.8 △ 92,000 △ 26.8

株式等譲渡所得割交付金 137,000 0.3 233,000 0.5 △ 96,000 △ 41.2

地 方 消 費 税 交 付 金 1,345,000 2.9 1,356,000 3.0 △ 11,000 △ 0.8

ゴルフ場利用税交付金 3,000 0.0 3,000 0.0 0 0.0

自 動 車 取 得 税 交 付 金 54,000 0.1 46,000 0.1 8,000 17.4

地 方 特 例 交 付 金 40,000 0.1 40,000 0.1 0 0.0

地 方 交 付 税 870,000 1.9 1,300,000 2.9 △ 430,000 △ 33.1

交通安全対策特別交付金 13,000 0.0 17,000 0.0 △ 4,000 △ 23.5

＊ 分 担 金 及 び 負 担 金 333,472 0.7 314,079 0.7 19,393 6.2

＊ 使 用 料 及 び 手 数 料 1,463,301 3.2 1,561,609 3.4 △ 98,308 △ 6.3

国 庫 支 出 金 5,368,054 11.6 4,601,544 10.2 766,510 16.7

県 支 出 金 2,028,153 4.4 1,973,390 4.4 54,763 2.8

＊ 財 産 収 入 1,297,429 2.8 116,334 0.3 1,181,095 1,015.3

＊ 寄 附 金 57,853 0.1 40,001 0.1 17,852 44.6

＊ 繰 入 金 4,977,210 10.8 3,596,383 7.9 1,380,827 38.4

＊ 繰 越 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

＊ 諸 収 入 1,197,184 2.6 1,265,938 2.8 △ 68,754 △ 5.4

市 債 4,513,900 9.7 6,396,900 14.1 △ 1,883,000 △ 29.4

46,310,000 100.0 45,280,000 100.0 1,030,000 2.3

　＊印：自主財源 31,495,893千円（68.1%），無印：依存財源 14,814,107千円（31.9%）

比　　　　　　較28年度予算額

歳　　入　　合　　計

款
29年度予算額
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　第３表　一 般 会 計 目 的 別 歳 出 内 訳

(単位 千円)

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比 金　　　額 増減率

議 会 費 511,564 1.1 423,815 0.9 87,749 20.7

総 務 費 7,185,632 15.5 5,259,555 11.6 1,926,077 36.6

民 生 費 14,327,670 30.9 14,098,877 31.1 228,793 1.6

衛 生 費 3,668,661 7.9 3,939,190 8.7 △ 270,529 △ 6.9

労 働 費 21,963 0.1 24,989 0.1 △ 3,026 △ 12.1

農 林 水 産 業 費 21,696 0.1 32,929 0.1 △ 11,233 △ 34.1

商 工 費 160,430 0.3 134,288 0.3 26,142 19.5

土 木 費 8,394,889 18.1 9,259,786 20.5 △ 864,897 △ 9.3

消 防 費 1,905,625 4.1 1,916,239 4.2 △ 10,614 △ 0.6

教 育 費 4,949,731 10.7 5,163,629 11.4 △ 213,898 △ 4.1

災 害 復 旧 費 5,000 0.0 5,000 0.0 0 0.0

公 債 費 5,115,469 11.1 4,980,032 11.0 135,437 2.7

諸 支 出 金 1,670 0.0 1,671 0.0 △ 1 △ 0.1

予 備 費 40,000 0.1 40,000 0.1 0 0.0

歳　　出　　合　　計 46,310,000 100.0 45,280,000 100.0 1,030,000 2.3

款
29年度予算額 28年度予算額 比　　　　　　較
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　第４表　一 般 会 計 性 質 別 歳 出 内 訳

 (単位 千円)

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比 金　　　額 増減率

24,602,495 53.1 24,596,058 54.3 6,437 0.0

8,051,802 17.4 7,927,409 17.5 124,393 1.6

扶 助 費 6,883,071 14.9 6,522,176 14.4 360,895 5.5

物 件 費 7,172,322 15.5 7,690,967 17.0 △ 518,645 △ 6.7

維 持 補 修 費 486,343 1.0 468,922 1.0 17,421 3.7

補 助 費 等 2,008,957 4.3 1,986,584 4.4 22,373 1.1

8,513,179 18.4 9,181,689 20.3 △ 668,510 △ 7.3

8,217 0.0 9,834 0.0 △ 1,617 △ 16.4

644,352 1.4 437,130 0.9 207,222 47.4

72,282 0.2 86,099 0.2 △ 13,817 △ 16.0

5,115,468 11.0 4,980,031 11.0 135,437 2.7

6,585,295 14.2 5,153,667 11.4 1,431,628 27.8

736,929 1.6 805,326 1.8 △ 68,397 △ 8.5

40,000 0.1 40,000 0.1 0 0.0

46,310,000 100.0 45,280,000 100.0 1,030,000 2.3

8,060,019 17.4 7,937,243 17.5 122,776 1.5人件費総額 （A+B）

比　　　　　　較

人 件 費 （ A ）

投 資 的 経 費

うち人件費（B）

区　　　　　　分
29年度予算額 28年度予算額

歳 出 合 計

予 備 費

繰 出 金

公 営 企 業 助 成 費

積 立 金

消 費 的 経 費

出 資 金 ・ 貸 付 金

公 債 費
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 基 金 残 高 の 状 況（一般会計対象分）

（単位 千円）

27 年 度 末 28 年 度 末 29 年 度 29 年 度 29 年 度 末

残 　 　 高 残 高 見 込 積 立 額 取 崩 額 残 高 見 込

8,225,489 6,872,428 429,694 3,230,510 4,071,612

997,855 1,499,921 2,700 500,000 1,002,621

退 職 手 当 基 金 194,111 194,344 175 194,519

公 共 施 設 等 整 備 基 金 3,185,631 2,986,954 177,982 539,500 2,625,436

社 会 福 祉 ｢ 友 愛 ｣ 基 金 155,368 159,078 145 5,200 154,023

市 民 文 化 振 興 基 金 85,216 85,476 85,476

緑 化 基 金 99,806 105,368 6,000 99,368

ボ ラ ン テ ィ ア 基 金 114,639 113,587 104 2,000 111,691

ス ポ ー ツ 振 興 基 金 118,592 130,752 33,200 38,200 125,752

長 寿 社 会 福 祉 基 金 272,669 277,077 251 277,328

環 境 保 全 基 金 101,361 103,721 800 102,921

1.17あしやフェニックス基金 14,113 12,599 11 2,000 10,610

西 田 房 子 福 祉 基 金 238,412 238,412 238,412

大 学 等 入 学 支 援 基 金 100,000 90 8,000 92,090

子ども・子育て支援基金 8,874 8,874

教 育 振 興 基 金 6,825 6,825

小　　　　　　計 4,579,918 4,523,067 211,958 601,700 4,133,325

13,803,262 12,895,416 644,352 4,332,210 9,207,558

美 術 品 等 取 得 基 金 200,000 200,000 200,000

土 地 開 発 基 金 330,000 330,000 330,000

小　　　　　　計 530,000 530,000 530,000

14,333,262 13,425,416 644,352 4,332,210 9,737,558

　市 債 現 在 高 の 状 況

（単位 千円）

27 年 度 末 28 年 度 末 29 年 度 末

残 　 　 高 残 高 見 込 残 高 見 込

47,515,182 52,809,899 52,819,074

　主 な 財 政 指 標 の 状 況（普通会計）

（単位 ％）

27年度 28年度（見込） 29年度（見込）

93.7 106.6 119.7

12.1 14.0 25.6

5.5 2.8 7.8

＊当該年度までの３ヵ年の平均

区　　　　　　　　　　分

実 質 公 債 費 比 率 ＊

一 般 会 計

区　　　　　　　　　　分

経 常 収 支 比 率

公 債 費 比 率

基　　　　　　　　　　金

財 政 基 金

減 債 基 金

合　　　　　　　　　　計

総　　　　 合 　　　　計

特

定

目

的

基

金

定
額
基
金
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（歳入）・引上げ分の地方消費税交付金 千円

（歳出）・社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費（一般財源） 千円

（単位　千円）

国庫支出金 県支出金 その他
引上げ分の
地方消費税
交　付　金

その他

3 障害者福祉費 1,494,189 675,518 331,005 1,092 43,025 443,549

6 医療助成費 569,657 153,222 28,299 34,321 353,815

2 老人福祉費 2 老人福祉事業費 141,285 550 10,406 2,166 11,333 116,830

1 児童福祉総務費 194,968 75,124 37,639 18,480 5,635 58,090

2 保育所費 2,660,465 463,394 242,689 465,298 131,671 1,357,413

3 児童措置費 1,639,795 1,042,317 211,175 34,158 352,145

5 母子福祉事業費 13,083 9,750 295 3,038

6 児童福祉対策費 910,269 523,076 335,300 4,588 47,305

4 生活保護費 2 生活保護扶助費 1,212,441 909,331 21,654 24,887 256,569

1 教育総務費 2 事務局費 48,589 16,196 2,864 29,529

1 園管理費 519,573 3,247 3,247 64,541 39,662 408,876

2 教育振興費 7,312 130 635 6,547

6 社会教育費 3 青少年対策費 227,719 23,236 32,314 45,811 11,173 115,185

9,639,345 3,741,739 1,043,481 960,987 344,247 3,548,891

9 国保事業助成費 587,488 101,568 339,048 12,987 133,885

11 後期高齢者医療費 195,000 146,250 4,311 44,439

2 老人福祉費 5 介護保険事業助成費 1,133,404 8,340 4,170 99,114 1,021,780

1,915,892 109,908 489,468 116,412 1,200,104

1 保健衛生総務費 72,917 843 25,760 4,095 42,219

2 予防費 247,067 21,847 225,220

4 保健センター費 297,410 4,652 4,401 45,285 21,493 221,579

5 市立病院整備費 534,542 47,266 487,276

1,151,936 4,652 5,244 71,045 94,701 976,294

12,707,173 3,856,299 1,538,193 1,032,032 555,360 5,725,289

小　計　①

6,280,649

555,360

項

目

予 算 科 目

款 項 目 歳出予算

小　計　②

特 定 財 源 一 般 財 源

社
会
福
祉

3 民生費

1 社会福祉費

3 児童福祉費

引上げ分の地方消費税交付金が充てられる社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費

合　計　（①＋②＋③）

保
健
衛
生

小　計　③

社
会
保
険

3 民生費

1 社会福祉費

10 教育費

4 衛生費 1 保健衛生費

※事務費及び人件費（サービスに直接従事しない職員分）については除外しています。

5 幼稚園費

平成２６年４月から消費税率が改定され，引上げ分の地方消費税収については社会保障４経費（年金，医療，介護，子育て）
その他社会保障施策に要する経費に充当することとされています。
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自主財源

依存財源

市税

221億6,944万円

47.9%

繰入金

49億7,721万円

10.8%

使用料及び手数料

14億6,330万円

3.2%

諸収入

11億9,719万円

2.6%

分担金及び負担金

3億3,347万円

0.7%

その他

13億5,528万円

2.9%

市 債

45億1,390万円

9.7%

国庫支出金

53億6,806万円

11.6%

県支出金

20億2,815万円

4.4%

地方交付税

8億7,000万円

1.9%

その他

20億3,400万円

4.3%

歳 入

148億1,411万円

31.9%

463億1,000万円

314億9,589万円

68.1%

民 生 費

143億2,767万円

30.9%

土 木 費

83億9,489万円

18.1%

総 務 費

71億8,563万円

15.5%

教 育 費

49億4,973万円

10.7%

公 債 費

51億1,547万円

11.1%

衛 生 費

36億6,866万円

7.9%

消 防 費

19億563万円

4.1%

議会費・その他

7億6,232万円

1.7%

歳 出

463億1 , 0 0 0万円

平成29年度 一般会計歳入歳出予算構成図
図 表
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